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水産業振興事業

1,264

20,994

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

内　　　容

・若手医師きらっせプロジェクト
・高度医療機器整備費補助金

・妊娠期から乳児期に係る費用の助成
・無痛分娩費用助成事業
・不妊・不育症治療費助成事業

・地域防災計画の改定
・ハザードマップの作成
・食糧・保存水・資機材の購入

・子育て応援ギフトカタログの支給
・子育て応援券の支給
・ライフデザインセミナー・婚活イベントの開催・
婚活支援事業補助金の交付

・水産業元気アップ支援事業補助金
・魚食普及活動
・水産資源の回復・管理

概　 算
事業費

か所

R８医療特別対策事業

53

70

R８

（百万円）

505

子育て支援の推進

R８

災害等対策事業 R８

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

公民館等 汚水処理普及率 ％
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95.8

29,519 [17,283]

％ [93.0]
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(11.84 )
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％ ( 350.0 )
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％
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6.2

普通建設事業費

△ 5.3

△ 68

6.7

20,990

△ 329

％

130

投資的経費 4,575

・・健健全全化化判判断断基基準準

9.8

2.7

9.8

人件費

扶助費

その他の経費

4,575

うち補助

公債費

12,524

6,597

将来負担比率

実質赤字比率

うち繰出金

実質公債費比率

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））
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連結実質赤字比率
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園
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＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支 （千円・％）

1.4

46,367,744

区分 令和５年度決算 増減率

歳　　入 48,547,579 49,232,173

令和６年度決算

0.4

形式収支 2,179,835 2,673,349

2,517,683

46,558,824歳　　出

-実質収支 2,021,711

決算額

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

構成比 増減額

266

49,232

21,616

うち繰入金

地方税

△ 1,215,736

固定資産税
（構成比）

528

30.314,928

－

3,008

45.1

14.2

6.1

46,559

（百万円・％）

△ 201

△ 675

119

校

[97.4]

7

47

区　　分

-

△ 1,218,508 △ 797,283

単年度収支

実質単年度収支

歳歳　　　　　　入入

495,972

－

中学校 ※１△ 36.5

（

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

1,818,854

） [98.8]

1,824,196

8.4

58.0

（ ）

99.7

8.3

58.3

12,608,106 98.8

[97.4]）(

義務教育学校 ※１

98.3

校 3

12,758,353

小学校 ※１

129R８母子保健事業

か所

体育館14

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

8

21,616,384

か所

児童館校

プ－ル

か所3

0

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

9.1

名　　称

％

％186

75.95

期間

3,101

保育所 ※１ 20

1.4

増減率

684

1.6

市町村税合計
（国保除く）

△ 379

1,176

7,789

3,723

0

7.6

191

893

-

歳歳　　　　　　出出

百万円21,393

百万円

146

1,751

[27.8]

45.1

△ 9.6

4.0

△ 7.7△ 379

4.7

4.9

26.9 1,077

5,679,882

地方債

国庫支出金

地方交付税

（千円・％）

（ ）

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

収入額区分

(

調定額 徴収率
[  ]は県平均値

26.3 ）

96.7

[97.0]26.7

5,872,103
市町村民税・個人

（構成比）

△ 0.9

8.5

-

0.4

42.2

-

1,175

7.7

2.4

15.8

43.9

＜主要課題＞
　・防災、医療の施設整備や体制構築などの取組充実
　・産業力強化
　・交流・移住・定住促進
　・結婚・出産・子育てしやすい環境づくりの実現
　・健康管理、地域福祉、生涯学習の体制と環境の充実

＜特色ある行政＞
　・ネーミングライツの推進
　・ふるさと納税推進事業
　・空家等対策事業
　・高齢者福祉対策事業
　・合葬墓整備事業
　・スポーツツーリズム推進事業
　・学校体育館空調設備整備事業

31

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

百万円

[23,010]

百万円

百万円将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

[0.666]

[25,031]

[7,792]

標準財政規模（令和７年度）

財政力指数（令和７年度）

経常収支比率

41,691

積立金現在高（C)

地方債現在高（A)

債務負担行為支出予定額（B) [5,771]26,474

6,176

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

[6.7]

(

市町村民税・法人
（構成比）

△ 7.7

△ 5.1

21,983,464

）

-

道路改良率

うち単独

0.0

義務的経費

うち臨財債

その他
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